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（写真）Tal Cual “マドゥロ政権 包括最低収入を月額１６０ドルに引き上げ 労働者、賃金改定に不満” 

 

 

２０２５年４月３０日（水曜） 

 

政 治                     

「マドゥロ政権 最低賃金は引き上げず 

～経済戦争補助３０ドル増、年金５ドル増～」 

「MCM マドゥロ政権は労働を無価値にした 

～給与改定不満で抗議行動を実施～」 

経 済                     

「グレナダ産品 輸入関税を１００％免除」 

「西 Repsol 制裁ライセンス延長のため協議継続」 

「中 HUAZHI ペニンスラ半島経済特区に投資」 

社 会                     

「ベネズエラ雨季開始 １１月まで続く見通し」 

２０２５年５月１日（木曜） 

 

政 治                    

「マドゥロ政権 米政府の幼児誘拐に抗議」 

「テキサス州裁 敵性外国人法の適用は違法」 

「国連 米政府によるベネ移民追放に懸念表明」 

経 済                    

「中銀 ２５年 Q１の GDP 成長率９．３％増」 

「４月原油輸出 Chevron 輸出停止で２０％減 

～Chevron 撤退後の原油輸出 中国に期待～」 

「Polar コロンビアで工場２施設を購入」 

社 会                     

「ラグアイラ １２月にロープウェー稼働開始」 
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２０２５年４月３０日（水曜）             

政 治                       

「マドゥロ政権 最低賃金は引き上げず       

  ～経済戦争補助３０ドル増、年金５ドル増～」       

 

５月１日は「労働者の日（メーデー）」であり、マドゥ

ロ政権は５月１日前後で給料改定に関する発表をする

のが恒例になっている。 

 

４月３０日 マドゥロ大統領は賃金改定について発表。 

 

「包括最低収入（Ingreso mínimo integral）」を月額１６

０ドルに引き上げると発表した。 

 

「包括最低収入」とは、マドゥロ政権が考案した概念で、

現役公務員が最低でも受領できる収入を指す。 

 

具体的には、「経済戦争補助金」月額１２０ドルと「食

事補助」月額４０ドルを合計した１６０ドルが包括最低

収入となる。 

 

食事補助は法定福利なので、民間企業にも支払い義務が

あるが、経済戦争補助金はマドゥロ政権が現役公務員に

支給する補助金なので、民間企業の労働者は支給対象に

ならない。 

 

これまでの包括最低収入は、「経済戦争補助金」が月額

９０ドルと「食事補助」が月額４０ドルで合計１３０ド

ルだったので、今回の改定で３０ドル増加したことを意

味する。 

 

なお、経済戦争補助金と食事補助以外に「最低賃金」も

存在する。 

 

 

 

ベネズエラの最低賃金は２０２２年３月から変わって

おらず月額１３０ボリバルのまま。現在の為替レートで

ドルに換算すると１．６ドルとほぼ意味を成していない。 

 

なお、２０２３年５月の包括最低収入は月額７５．２５

ドルだった（「ベネズエラ・トゥデイ No.903」）。 

 

マドゥロ大統領は、「２年前と比べて包括最低収入は２

倍以上に増加した」と説明。短期間で収入が大きく増え

ているとの認識を示した。 

 

他、年金受給者の月額支給額の改定も発表した。 

 

５月以降の年金受給者への支給額は、これまでの月額４

５ドルから５ドル増えて、月額５０ドルになる。 

 

仮に公務員として働く夫婦が包括最低収入を受け取っ

た場合、世帯収入は約３２０ドルになる。 

 

実際のところ、他にもいくつかの補助金が支給されるの

で、実際の手取りは３２０ドルよりも多くなるが、子供

や親を養いながら生活するには不十分。副業などで生計

を立てる必要がある。 

 

「MCM マドゥロ政権は労働を無価値にした      

      ～給与改定不満で抗議行動を実施～」         

 

上記の通り、マドゥロ政権は包括最低収入を月額１３０

ドルから１６０ドルに引き上げたが、この収入で満足な

生活が出来ないことは論を俟たない。 

 

今回の給料改定について期待外れだったとの労働者の

声は多い。 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/4e23aa06549353b3e16872d1eec8b460.pdf
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野党のリーダーを務めているマリア・コリナ・マチャド

氏は、ソーシャルメディアにて今回の給料改定の発表を

受けて見解を表明。「マドゥロ政権は労働を無価値にし

た」と訴えた。 

 

「この政権は労働を無価値にし、労働者を奴隷化した」 

「勤労に対して尊厳のある報酬を受け取れない状態に

した」「その上、あなた方の労働をマドゥロ政権が存続

するための道具として使用している」「あなた方は政権

を存続させるために働いており、あなた方は政権の奴隷

にされている」と訴えた。 

 

この発表の翌日、５月１日には今回の給料改定に不満を

持つ労働者および年金受給者ら数百人が抗議行動を実

施した。ただし、報道を見る限り、抗議行動はそこまで

激化しておらず、治安部隊との衝突もなく終わっている。 

 

 

（写真）Cronica Uno、Provea 

 

 

経 済                        

「グレナダ産品 輸入関税を１００％免除」           

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.1210」にて、グレナダ

の Dickon Mitchell 首相がベネズエラを訪問し、マドゥ

ロ大統領と面談したとの記事を紹介した。 

 

４月２９日 グレナダの Dickon Mitchell 首相とマドゥ

ロ大統領は、２０２５年～２７年までの２年間の二国間

経済協力協定を締結。 

 

この協定を受けて、マドゥロ大統領は「グレナダからの

輸入品に課している関税を１００％免除する」と発表し

た。 

 

マドゥロ大統領は「Dickon Mitchell 首相のベネズエラ

訪問はとても重要なものだった」「両国の国民がより良

い生活を実現するための成長の道筋を作った」「両国は

相互利益の前提の上で、協力して経済発展を実現する」

との見解を示した。 

 

グレナダはカリブ海の小国で経済規模は小さく、関税の

免除がベネズエラ経済にそこまで大きな影響を与える

ことはないと思われる。 

 

「西 Repsol 制裁ライセンス延長のため協議継続」                  

 

「Repsol」は、２０２５年第１四半期（Q１）の同社の

決算を発表。 

 

「２０２５年 Q１の純利益は３億６６００万ユーロ（４

億１６００万ドル）で、前年同期の９億６９００万ユー

ロから約３分の１に減少した」と説明した。 

 

純利益減の要因は主に資産と生産性の見直しによるも

のだという。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/c1b78e66b9830a9969a565e406bea627.pdf
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また、Repsol の Josu Jon Imaz 顧問はベネズエラでのオ

ペレーションについて言及。 

 

「我々は米国当局と率直かつ直接的な協議を継続して

いる」「我々はベネズエラにある自社の資産とオペレー

ションを維持するために協議を行っている」 

と述べた。 

 

Imaz 顧問は、同社がベネズエラで行っている主力オペ

レーションは原油ではなくガス事業であると指摘。 

同社が産出しているガスがベネズエラのガス供給全体

の約８５％を占めていると説明した。 

 

「中 HUAZHI ペニンスラ半島経済特区に投資」                  

 

ファルコン州「パラグアナ工業商工会議所（Cacoinpar）」

の Francisco Melián 代表は、１２０社以上の中国企業が

パラグアナ半島の経済特区への投資に関心があると言

及した。 

 

「１週間前に経済特区監督局のミッション団が中国を

訪問し、パラグアナ半島の経済特区の投資プロモーショ

ンを行った」 

「同ミッション団によると、１２０以上の中国企業がパ

ラグアナ半島への投資に関心を示したようだ」 

「特に中国の HUAZHI がペニンスラ半島に１２０億ド

ル超の投資を実施する」「既に銀行から６０億ドルの融

資を受ける準備がある」 

と述べた。 

 

１２０億ドルというのはベネズエラの年間原油輸出額

に相当する。１２０億ドルの投資というのはあまりに巨

額過ぎるため間違いで、恐らく１２００万ドルの投資で

はないだろうか？ 

 

 

 

社 会                        

「ベネズエラ雨季開始 １１月まで続く見通し」           

 

「国家気象観測研究所（INAMEH）」は、５月から本格

的な雨季シーズンを迎えると発表。雨季は１１月まで続

くとの見通しを示した。 

 

INAMEH の Reidy Zambrano 所長によると、ベネズエ

ラには２つの季節があり、基本的に１２月～４月が乾季、

５月～１１月が雨季だという。 

 

雨季の中でも特に雨が激しくなる時期は５月１５日～

６月上旬。この時期は特に天候に警戒が必要な時期にな

るという。 

 

２０２５年５月１日（木曜）              

政 治                       

「マドゥロ政権 米政府の幼児誘拐に抗議」        

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.1210」で紹介した通り、

マドゥロ政権はトランプ政権が２歳の女児を夫婦から

引き離したと批判。トランプ政権を批判するプロパガン

ダを展開している。 

 

５月１日 マドゥロ政権は、トランプ政権に対して２歳

の女児 Maikelys Espinoza をベネズエラに返すよう求め

る抗議行動を実施。 

 

同抗議行動にはシリア・フローレス大統領夫人、ホルヘ・

ロドリゲス国会議長らも参加した。 

 

マドゥロ大統領によると、Maikelys Espinoza ちゃんの

母親は不法移民として１年前から収容所に収容されて

いたという。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/c1b78e66b9830a9969a565e406bea627.pdf
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「マリア・コリナ・マチャド、レオポルド・ロペス、フ

ァン・グアイド、カルロス・ベッキオらは、ベネズエラ

国民を犯罪者集団と同類のように見せかけ、米国政府に

対してベネズエラ人を迫害し、拘束するよう求めた」 

「トランプ政権によるベネズエラ移民排斥キャンペー

ンは、彼らの責任だ」と主張。 

「米国の司法がすぐに Maikelys を母の元に送るよう命

じることを期待している」と述べた。 

 

 

 

 

 

「テキサス州裁 敵性外国人法の適用は違法」           

 

米国テキサス州裁判所の Fernando Rodríguez 判事（ト

ランプ大統領が１期目に任命した判事）は、敵性外国人

法によるベネズエラ人の他国追放は違法との判決を下

した。 

 

今回の判決を受けて、敵性外国人法を適用し、テキサス

州からベネズエラ不法移民を他国に追放することが禁

止されることになる。 

 

最高裁および複数の州の裁判所が「敵性外国人法を適用

する際には、対象が理解できる言語での通知とその処分

に抗議するために十分な時間を用意する」との条件付き

で敵性外国人法の適用を認めていた。 

 

しかし、今回の Rodríguez 判事の決定は、「敵性外国人

法自体が違法」としており、これまでの判決と異なる。 

 

「ベネズエラ・トゥデイ No.1206」でも触れたが、敵性

外国人法とは、戦時中に施行された法律で、他国からの

侵略を阻止することを目的とした法律である。 

 

過去、敵性外国人法が適用されたのは１８１２年の米英

戦争、第 1 次世界大戦、第 2 次世界大戦の 3 回のみ。 

 

トランプ政権は、 

「マ ドゥロ政権 がベネズエ ラ系犯罪組 織 Tren de 

Aragua の構成員を米国に送り込み、米国を侵略しよう

としている」との建前で Tren de Aragua の構成員とさ

れるベネズエラ人をエルサルバドルに追放している。 

 

本件について、Rodríguez 判事は 

「大統領は外国政府が米国に対して略奪的な侵略を行

ったと宣言することはできない」 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/3e1de2a29c473c419e7998afb16d4181.pdf
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「歴史的に見て、敵性外国人法の適用が、法律の平明且

つ通常の意味に反することは明らか」 

との見解を表明。 

 

つまり、「現在米国が他国から侵略を受けているかどう

かは大統領の一存で決めるものではない」という点と

「敵性外国人法を適用するに至る解釈が無理やりすぎ

る」という点から違法と認識したと言える。 

 

テキサス州は、メキシコと国境を接する州であり、米国

の中でも多くのベネズエラ不法移民を抱えている。同州

で今回の判決が下された意味は小さくない。 

 

「国連 米政府によるベネ移民追放に懸念表明」            

 

国連の人権専門家グループは、トランプ政権によるベネ

ズエラ不法移民のエルサルバドル追放に懸念を表明し

た。 

基本的な内容は上記のテキサス州裁判所の認識と同様

で、「敵性外国人法が不適切に使用されている」との認

識を示している。 

 

「１７９８年の敵性外国人法が不適切に使用されるこ

とで、国際的な人権規範で保障された裁判を受ける権利

が制限されている」と指摘。 

「必要なプロセスの不在により、犯罪組織に該当しない

多くの人々が作為的に追放されている」 

との見解を表明した。 

 

また、エルサルバドル政府に対しても同国の収容所

「Cecot」に収容されている犯罪者への対応について 

「死亡、拷問、虐待、暴力、行方不明などの訴えが挙が

っている」「収容所の環境は極めて非人道的で、国際規

範を逸脱している」「収容者にはベッドなど生きるため

に必要最低限の物品が用意されておらず、医療アテンド

が不十分」との懸念を表明した。 

 

経 済                       

「中銀 ２５年 Q１の GDP 成長率９．３％増」            

 

５月１日 ベネズエラ中央銀行は、２０２５年第１四半

期の GDP 成長率を発表した。 

 

中央銀行の発表によると、２５年 Q１の GDP 成長率は

前年同期比９．３２％増。石油部門は同１８．２３％増、

鉱物部門は同１３．４５％増だったという。 

 

また、２０２４年通年の GDP 成長率については、前年

比８．５４％増とした。 

 

なお、この発表は以下の文章のみであり、GDP に関す

る統計の更新は２０２４年第２四半期で止まっている。 

 

 

（写真）ベネズエラ中央銀行 
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なお、「ベネズエラ金融観測所（OVF）」は、２５年 Q１

の GDP 成長率について、前年同期比２．７％減、非政

府系団体「Cedice」は、２５年 Q１の GDP 成長率につ

いて、前年同期比１．４％増としており、中央銀行の発

表と大きな違いがある。 

 

この違いを生じさせている理由は定かではないが、 

「① 為替レートを公定レートで換算したのか、並行レ

ートで換算したのか」、「② インフレ率をどのように認

識しているのか」で大きく変わると思われる。 

 

「４月原油輸出 Chevron 輸出停止で２０％減     

  ～Chevron 撤退後の原油輸出 中国に期待～」         

 

ロイター通信によると、２０２５年４月のベネズエラの

原油・石油製品輸出量は、先月から２０％減り、日量６

９万８７６７バレル。過去９カ月間で最も少ない輸出量

だったという。また、石油派生商品・石油化学品の輸出

は３５．７万トンだった。 

 

原油・石油製品の輸出が大きく減少した理由は、

Chevron の輸出停止。 

 

４月中旬、PDVSA は Chevron の原油輸出許可をキャン

セルした（「ベネズエラ・トゥデイ No.1203」）。 

 

理由は５月２７日以降の Chevron の制裁ライセンスが

どうなるのかが不明で、４月の原油輸出の決済が確約で

きないためのようだ（「ベネズエラ・トゥデイ No.1209」）。 

 

いずれにしても、その後 Chevron は米国に向けてベネ

ズエラ原油を輸出できておらず、輸出量に大きな影響を

与えた。 

 

 

 

 

国別輸出では、中国向けが日量４２．８万バレル、米国

向けが日量１３．８万バレル、インド向けが日量６．４

２万バレルだという。 

 

なお、ベネズエラのナフサ輸入は３月の日量８．２万バ

レルから同９．４万バレルと増加。制裁ライセンスの失

効で希釈剤の輸入が制限されることを見越して輸入量

を増やしている。 

 

「Bloomberg」は、Chevron の制裁ライセンス失効を前

にマドゥロ政権が中国政府に対して、ベネズエラ原油の

購入を求めていると報じた。 

 

先週、ロドリゲス副大統領（石油相）は中国を訪問。 

「中国天然気集団（CNPC）」の Dai Houliang 社長と面

談した。 

 

Bloomberg によると、ロドリゲス副大統領は、同面談の

際に、ベネズエラ原油の購入と希釈剤のベネズエラ向け

輸出を求めたという。 

 

「Polar コロンビアで工場２施設を購入」         

 

ベネズエラの総合食品会社「Polar」のロレンソ・メンド

ーサ社長は、コロンビアにある２つの工場を購入したと

発表した。 

 

両工場とも「Rafael del Castillo & CIA S.A.」という会社

が所有するバランキージャにある工場で、１つはパスタ

製造工場で、もう１つはトウモロコシ粉の加工工場だと

いう。 

 

メンドーサ社長は、今回の工場購入をうけて、コロンビ

アおよびラテンアメリカ全土でのプレゼンスを拡大す

るとの見解を示している。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/9b6aeee2fbf6298ce4b3e38a1443746f.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/aafb4361f20fd18faed64da8abf7e8ca.pdf
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社 会                        

「ラグアイラ １２月にロープウェー稼働開始」           

 

５月１日 マドゥロ大統領は、自身が司会を務めるテレ

ビ番組「Con Maduro+」にて、ラグアイラ州で建設中の

ロープウェー「テレフェリコ・マクート（Teleférico 

Macuto）」が２５年１２月に完成すると発表した。 

 

マドゥロ大統領によると、このロープウェーは、カラカ

スの観光地の１つ「ガリパン」を中継地として、同じく

カラカスの観光地の１つ「フンボルト・ホテル」まで続

くロープウェーになるという。 

 

マドゥロ大統領は「テレフェリコ・マクートは、カラカ

スの観光潜在性を最大限に高める重要なツールになる」

「ベネズエラの素晴らしい景色を見ることができるだ

ろう」とコメントした。 

 

 

（写真）Al Navio 

 

以上 

 


